
（款）　 （項）　5総務管理費 （目）　5一般管理費

◎職員厚生の経費　

【総合計画上の位置づけ】

【事業の目的】
対象

意図

効果

【事業の内容】
(1)

・

(2)
・

(3)
・

(4)
・

【事業費】

主な支出内訳
・

・

・
691

7,638
4,333
2,376
613
325

・ 総合健康診断事務

　
安全衛生事務

　職員相談室開催業務委託料
　深夜業務職員定期健康診断委託料

　職員厚生会への業務委託料 11,001

　職員用被服費 10,862
　職員の福利に係る外部委託料 30,578

福利厚生事務

85,027

　職員の公務災害等に対する災害補償費 3,572
職員厚生事務

102,734

職員の公務災害等の補償事務を行った。
福利厚生事務

職員厚生事務

（単位：千円）

職員の被服貸与、地方公務員法第42条に基づく元気回復事業を推進した。
安全衛生事務
労働安全衛生法に基づく職員の健康診断、安全教育等を実施した。
総合健康診断事務
地方公務員法第42条に基づき職員の保健事業の一環として人間ドック受診の助成を行った。

市職員等

職員が元気で安全に働ける職場にする。

職員の元気を回復し、職員の安全と衛生及び士気の向上を図るため。

10総務費

職員厚生事務 【 職員課 】

計画の前提

行財政運営：地方分権社会に対応した持続可能な行財政基盤の確立と効果的な都市経営
をめざします

当初予算額 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額

　成人病予防検診（がん検診）業務委託料

　総合健康診断負担金 9,532

　定期健康診断等に係る普通旅費
　職員定期健康診断委託料
　メンタルヘルスチェック業務委託料

17,707106,734



事務事業

№/名　称
事務事業 471 災害補償事務

単　　　位 509 福利厚生事務

510 安全衛生事務

511 総合健康診断事務

主管課 職員課 厚生健康担当 関連課

分野名 行財政運営

目標
（目標値）
人口等の データ区分

データ 人　　　口
世　帯　数

運営資源 決算値

状　　　況 （国　・　県）

（負担金等）

（一般財源）

人員配置数

人 件 費

協　働　の
パートナー

事務事業
運営経費

市民１人当
りの経費

対象者１人
当りの経費

　２０年度事務事業の変更点（新規・廃止・縮小した個別事業）/事業仕分けの視点による妥当性の評価

変更額（千円） 妥当性※

※妥当性の評価

① 必要性なし

② 民間

③ 国・県

④ 現行どおり(鎌倉市)

年度 19年度 20年度 21年度

目標値 20件以下 20件以下 20件以下

実績値 28件 28件

年度 19年度 20年度 21年度

目標値 21人 43人 43人

実績値 19人 38人

年度 19年度 20年度 21年度

目標値 98.00% 98.00% 98.00%

実績値 97.40% 97.22%

年度 19年度 20年度 21年度

目標値 9,700円 6,850円 6,850円

実績値 6,646円 6,751円

　　評価　　◎：目標を達成　　○：目標に向かって前進している　　△：横ばい　　×：後退している

　ベンチマーク（県内外自治体や民間団体との比較値）

団体名 鎌倉市 横須賀市 平塚市 藤沢市 小田原市 茅ヶ崎市 逗子市
事後指導 定期・ドック定期・ドック定期・ドック 定期のみ 定期・ドック定期・ドック定期・ドック
メンタル医相談 月３回 月１回 なし 月1回 なし 月１回 月１回
過重労働対策 実施済 実施済 実施済 実施済 実施済 実施済 実施済

個別事業名

２０年度

事業の変更点・変更理由

指　　標

１９年度 １８年度

175,902人 175,051人

1,466人 1,506人

指　　標

職員の公務災害等の発
生の抑制

定期健康診断の単価

健康診断受診率

指　　標

□サービス部門

■支　援　部 門

ザイムス
コード及び
個別事業
名

△

176,484人

評価

評価

評価

1,407人

安全衛生推進者の有資
格者数

総務-15 職員厚生事務

・各年4月1日

77,430世帯 76,536世帯 75,611世帯

△

41,739千円
4.3人

◎

4.3人 4.3人

○

89,072円

40,297千円

125,324千円 132,292千円

42,608千円

評価

最終年度（27年度）

94,826千円 

94,826千円

22年度 最終年度（27年度）

43人

・職員の安全衛生向上　　・健康診断受診率の向上　　・定期健康診断の単価

20件以下

43人

136,565千円総事業費

85,027千円 89,684千円 

85,027千円 89,684千円

実施済

相模原市
定期・ドック

月2.5回月１回

大和市
定期のみ

98.00%

710円 752円 780円 職員数
H.20　　1,407人
H.19　　1,466人
H.18　　1,506人

90,240円 90,681円

20件以下

実施済

6,850円

最終年度（27年度）

6,850円

平成21年度事務事業評価シート

22年度

22年度

98.00%

指　　標

22年度 最終年度（27年度）

備　　考



A:充実又は拡大 C:統合又は縮小 E:事業完了 改善の必要性

B:現状のまま継続 D:廃止又は休止 有

A:充実又は拡大 C:統合又は縮小 E:事業完了 改善の必要性

B:現状のまま継続 D:廃止又は休止 有

担当部名 部長名

創意・工夫・
課題等改善
状況

（上記対応できなかった課題・問題点について今後どのように対応（改善）していきますか）

平成21年度事務事業評価シート

二次評価（部長評価）

今後の方向性

担当課長氏名： 職員課長　　　松永　健一

（1）職員のメンタルヘルス対策、長時間労働対策をより一層充実するための取組みを引き
続き検討し、出来る取組みから順次実施していく。

（1）職員の労働環境における安全衛生面で、公務災害（通勤災害を含む）発生件数が多
い。
（2）メンタル面での不調を訴える職員、長時間労働職員が増加傾向にある。

（20年度事務事業を実施するうえでの課題・問題点は、どのようなことでしたか）

（課題・問題点についてどのような創意工夫、改善をしましたか。また、どのような成果がありましたか）

（20年度事務事業の取組において対応（解決）できなかったものはどのようなことですか）

（1）安全衛生面では、安全衛生推進者の資格取得者を前年度の19名から38名に増やす
などの取組みを行った。災害発生件数は前年度と同数にとどまった。
（2）メンタル面では、職員相談室の相談回数を月４回から５回に増やすなど相談業務の充
実を図り、相談件数の増につながった。また、心身のリフレッシュを主目的にノー残業デー
の強化に取組み、７月から毎月第４水曜日を「管理職が職員の退庁を確認して１８時まで
に消灯して帰る日」という取組みを始めた。

課題・問題点

未解決の課
題・問題点

今後の方針
（対応・改善）

創意・工夫・課
題等の改善点
20年度の成果

Ａ

（1）メンタル面での不調を訴える職員、長時間労働職員が依然として増加傾向にある。

総務部 兵藤　芳朗

一次評価（課長評価）

Ａ

今後の方向性
　職員が健康で安心して働ける環境を構築、改善、充実していくことは、ひいては住民サービスの向上に
つながるものと考えている。
　職員のメンタルヘルス対策、長時間労働対策については、難しい課題であることは認識しているが、全
庁的に取組んでいく必要があるものと考えている。

　継続的な事業であり、職員の健康管理、安全衛生対策については、更なる充実が必要と思われる。
　特に、職員のメンタルヘルス対策、長時間労働対策については重点課題と考えている。


